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■ 中間検査の特定工程 

中間検査制度は、平成 10 年の建築基準法の改正により、建築物の安全性を確保することを

目的に、施工中の検査が義務付けられたものです。 

建築主は、中間検査を行う工程（特定工程）に係る工事終了後４日以内に中間検査の申請

を行い、建築主事等の検査を受けなければなりません。また、中間検査終了後、建築主事等

が交付する中間検査合格証を受けた後でなければ、特定工程後の工程に係る工事の施工はで

きないこととされています。 

なお、いわき市では中間検査の実施について、次の内容により中間検査を行うこととして

います。 

 

１ 中間検査を行う区域 

  いわき市全域 

２ 中間検査を行う期間 

  令和６年４月１日から令和９年３月 31 日まで 

３ 中間検査を行う建築物の構造、用途又は規模 

⑴ 木造（一部木造を含む。）の建築物のうち、一戸建て住宅、長屋及び共同住宅で、建築する部分の

延べ面積が 100 平方メートルを超え、かつ、地階を除く階数が２以上のもの。ただし、次に掲げる

ものを除く。 

ア 法第 18 条第２項の規定による通知に係る建築物 

イ 市町村が建築主である建築物 

ウ 国若しくは地方公共団体が工事監理を行っている建築物 

エ 枠組壁工法、木質プレハブ工法若しくは丸太組構法による建築物 

オ 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成 11 年法律第 81 号。）第５条第１項の規定による建

設住宅性能評価書の交付を受ける建築物 

⑵ 鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨造の建築物のうち、法別表第１(い)欄に

掲げる用途に供する建築物で、建築する部分の延べ面積が 500 平方メートルを超え、かつ、地階を

除く階数が３以上のもの。ただし、前項ア～ウに掲げるものを除く。 

４ 指定する特定工程（法第７条の３第１項第１号の政令で定める工程に該当するものを除く。） 

⑴ 木造の建築物にあっては、屋根工事及び構造耐力上主要な軸組工事 

⑵ 鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物にあっては、基礎に鉄筋を配置する工 

事、２階の床版に鉄筋を配置する工事及び建築物の地上部分の階数を２で除した数値（その数値に 

１未満の端数が生じた場合は、これを切上げた数値）に１を加えた階の床版に鉄筋を配置する工事 

⑶ 鉄骨造の建築物にあっては、基礎に鉄筋を配置する工事並びに柱及びはりの本接合ボルトの締め

付け工事 

５ 指定する特定工程後の工程 

⑴ 木造の建築物にあっては、壁の外装工事又は内装工事 

⑵ 鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨造の建築物にあっては、特定工程に係る

部分の鉄筋をコンクリートその他これに類するもので覆う工事、耐火被覆の工事及び仕上げ材の工事 

６ 経過措置 

令和６年４月１日より前に法第６条第１項又は第６条の２第１項の規定による確認の申請がされた建築

物に係る特定工程については、建築基準法第７条の３第１項第２号及び同条第６項の規定に基づき、特定

工程及び特定工程後の工程を指定する告示（令和３年いわき市告示第277 号）に定めるところによる。 


